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公立大学法人大分県立芸術文化短期大学 中期目標

目的

公立大学法人大分県立芸術文化短期大学（以下「法人」という ）は、短期大学を設置し、及び。

管理することにより、芸術及び文化に関する専門の学芸の教授研究を通じて、幅広い教養及び優

れた技能を有する人間性豊かな人材を育成し、もって芸術の創造、文化の進展及び地域社会の発

展に寄与することを目的とする。

この目的を実現するため、法人の基本的な目標及び業務運営に関する目標を定める。

法人の基本的目標

１ 教育

芸術系学科と人文系学科から成る大学の特色を生かし、質の高い専門教育及び教養教育を学生

に提供することにより、幅広い教養及び優れた技能並びに専門的な知識及び総合的な判断力を持

ち、広く社会で活躍できる人材を育成する。

２ 研究

芸術と文化に関する特色ある研究活動を推進し、国内はもとより国際的な視野に立った研究成

果を創出する。

３ 社会貢献

地域社会のニーズにこたえ、開かれた大学として県民に広く学習の機会を提供するとともに、

教育研究の成果を積極的に地域社会に還元し、地域社会の発展に貢献する。

４ 組織運営

適切な組織・人事体制を確立するとともに、経営及び財政の適正化と効率化を図る。また、適

切な点検・評価体制を構築し、運営の透明性の確保に努めるとともに、公立大学法人としての説

明責任を果たす。

業務運営に関する目標

Ⅰ 中期目標の期間及び教育研究上の基本組織

１ 中期目標の期間

平成１８年４月１日から平成２４年３月３１日まで。

２ 教育研究上の基本組織

この中期目標を達成するため、別表に掲げる学科及び専攻科を置く。

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標

１ 教育

(1)教育の内容

ア 教養教育

(ｱ)教育課程

芸術系学科と人文系学科から成る大学の特色を生かし、芸術・文化に関する幅広い

教養を養うとともに、社会の中で自立して生きる力、外国語及び情報処理に関する基
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礎的な力並びに心身の健康に関する基本的な認識を養う。

(ｲ)外国語教育

基礎的なコミュニケーション能力を養うとともに、異文化に対する理解を深める。

(ｳ)情報教育

情報処理に関する基礎的な知識及び技能の習得を図る。

(ｴ)実施体制

教養教育を効果的に実施するための全学的な組織体制を確立する。

イ 専門教育

(ｱ)教育課程

芸術系学科（美術科及び音楽科）と人文系学科（国際文化学科及び情報コミュニケ

ーション学科）における専門教育では、学科ごとに教育目標を定め、これに沿って専

門的な知識及び技能の習得を図るとともに、総合的な判断力及び社会で活躍できる能

力を養う。

(ｲ)芸術系学科

美術科及び音楽科では、プロの芸術家の育成を視野に入れるとともに、芸術的な専

門性を有する社会人、幼児や児童・生徒の指導を行う教育者及び地域活動の担い手を

育成する。

(ｳ)人文系学科

国際文化学科及び情報コミュニケーション学科では、各学科の専門分野の学習を通

して、企業、官公庁、各種団体、ＮＰＯ等で活躍できる社会人及び地域活動の担い手

を育成する。

ウ 教職課程

美術又は音楽の教職を志望する学生には、教職に関する科目の履修、教育実習等を通

して、教員としての資質を高める。

エ 専攻科

専攻科（美術専攻科及び音楽専攻科）では、それぞれの分野における高度な知識及び技

能の習得を図るとともに、芸術的な専門性を生かして社会で活躍できる人材を育成する。

(2)教育方法と学習指導

ア 魅力的な授業の展開

各学科及び専攻科の教育課程に即した多様かつ効果的な授業形態や学習指導方法によ

り、学生にとって魅力的な授業を展開する。

イ 学習支援体制の充実

学生が主体的に学習に取り組むことができるように、学習相談・学習支援体制を充実

させる。

ウ 成績評価

各授業科目の到達目標及び成績評価の基準・方法を明示するとともに、学生の学習意

欲を高める成績評価システムを構築する。

(3)教育の実施体制

ア 教育研究組織の整備

教育目的・目標を達成し、時代の変化や社会的要請に対応するために、教育研究組織

を整備する。
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イ 教育の質の改善・向上

ファカルティ・ディベロップメント（教育に関する組織的改善活動）を推進するとと

もに、教育活動の評価システムを設け、教育の質の改善と向上を図る。

ウ 教育環境の整備・充実

教育目的・目標を達成し、時代の変化や社会的要請に対応するために、必要な教育環

境の整備を進める。

(4)優秀な学生の確保

ア 学生確保の基本方針

多くの優秀な学生を集めるために、アドミッション・ポリシー(求める学生像及び学生

の選抜基準)の周知を図るとともに、学生支援策を構築する。

イ 入試改革の実施

学生を確保する上で有効な入試制度や方法を検討・導入する。また、入試の管理運営

体制を確立し、入試情報の提供を適切に行う。

ウ 大学の知名度向上

学生の確保及び大学の知名度向上のために、大学の特色や、それを生かした教育内容

についての広報活動を強化する。

エ 高校との連携

大学に対する高校生の関心を高め、優秀な学生及び目的意識の明確な学生の入学を促

進するために、高校との連携を図り、情報交換を推進する。

(5)学生への支援

ア 生活支援

学生のキャンパス生活の充実に向けて、学生の生活相談、進路相談及びメンタルヘル

スに的確に対応することができる支援体制を整備する。また、学友会やサークル、ボラ

ンティア等の学生の自主的活動への支援を強化する。

イ 進路支援

学生の就職及び進学(四年制大学への編入学及び専攻科への進学)に関する支援体制及

び支援活動を強化し、高い就職率と進学率の達成への取組を進める。

２ 研究

(1)研究の方向

ア 研究活動の活性化

芸術の創造、文化の進展及び地域社会の発展に貢献するために、教員の研究活動の活

性化を図る。

イ 共同研究の促進

芸術と文化に関する学際的な共同研究プロジェクト及び地域社会の課題解決や発展に

つながる共同研究プロジェクトの促進を図る。

ウ 研究活動の公表と成果の還元

研究活動とその成果について公表するとともに、地域社会への還元を図る。

(2)研究の実施体制

ア 研究環境の整備と研究費の獲得
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。優れた研究成果を創出するため、研究環境を整備するとともに、研究費の獲得を図る

イ 共同研究の促進

学内における研究実施体制を強化するとともに、学外との共同研究を促進する体制を

整備する。

ウ 研究成果の評価と管理

研究成果の評価システムを導入し、評価結果を研究の向上に生かすことができる体制

を構築する。

３ 社会貢献

(1)地域社会との連携

ア 教育研究の成果の地域還元

高齢化の進行や定年退職を迎える団塊の世代のニーズにこたえ、開かれた大学として

県民に広く学習の機会を提供するとともに、教育研究の成果を積極的に地域社会に還元

し、地域社会の発展に貢献する。

イ 地域社会との連携推進

芸術文化を中心とした地域貢献を推進するために、自治体、民間企業、ＮＰＯ法人等

との協力や連携体制を確立する。

(2)他の教育機関との連携及び国際交流

ア 他の教育機関との連携推進

県内の他大学・短大、小・中・高等学校と連携し、地域の教育の充実に貢献する。

イ 国際交流の推進

留学生の受入環境の整備や交流機会の拡大を進めるため、外国人留学生を積極的に受

け入れ、学生及び県民との国際交流を通して、地域の国際化に貢献する。

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標

１ 運営体制

(1)運営体制の強化

理事長が強いリーダーシップを発揮し、弾力的かつ機動的な運営ができるよう体制の充

実を図る。

法人の掲げる教育、研究及び社会貢献に関する基本的な目標を達成するため、運営方針

を確立し、及びこれを効果的に実行するための運営体制を整える。

教員組織と事務組織の連携を強化し、一体的かつ効率的な組織運営を行う。

(2)学内資源の効果的配分

人員、予算等の学内資源は、全学的視点に立ち、効果的に配分する。

大学の教育、研究及び社会貢献活動において特に力を入れるべき重点領域に予算を集中

的に配分する。

(3)学外有識者の登用

、学外の有識者及び専門家を役員又は委員に積極的に登用し、運営の強化を図るとともに

地域に開かれた大学運営を推進する。
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２ 人事の適正化

(1)人事制度

教育研究に従事する教員の職務の特性を踏まえ、柔軟な勤務を可能とするため、勤務時

間を弾力的に取り扱う。

地域社会への貢献等教員の積極的な学外活動の展開を支援するため、兼業について新た

な承認基準を設定し、柔軟かつ適正に運用する。

その他教職員の能力向上及び組織の活性化に資する人事制度を導入する。

(2)評価制度

業務に対する教員の意識・意欲及び能力を高め、大学の教育・研究等の質及び社会への

貢献度を向上させるため、各教員の業績を多面的かつ適正に評価する制度を導入する。

事務職員に対する評価制度の導入についても、併せて検討を行う。

(3)人材の確保

中長期的な観点から職員定数及び人件費を適正に管理する。

大学の教育研究等の質の向上及び効率的・効果的な運営を実現するため、教育研究組織

及び事務局組織の業務内容や専門性に応じて、多様な方法により幅広い分野から優秀な人

材を確保する。

業務内容や専門性に応じて、大学固有職員、県派遣職員、非常勤職員、人材派遣職員等

を適切に配置し、人的資源を効果的に活用することで円滑な組織運営を図る。

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標

１ 事務等の効率化及び経費の抑制

法人の業務運営方法について全般的に見直し、管理費・運営費の抑制及び業務の効率化

を徹底する。

事務処理の集中化、合理化及び簡素化を図るため、事務局の組織体制及び事務処理体制

の見直しを行う。また、定期的に点検を行い、必要に応じて改善を行うことで、一層の効

率化を図る。

経費抑制に対する教職員の意識改革を図り、法人運営費全体に占める一般事務費の縮減

を図る。

外部委託等を有効に活用し、事務処理の効率化及び合理化並びに経費の節減を図る。

他の公立大学法人等との共同事務処理を検討する。

２ 外部研究資金及びその他自己収入の獲得

(1)外部研究資金の獲得

科学研究費補助金その他の外部研究資金を獲得するため、支援体制を整備し、全学的に

取り組む。

(2)自己収入の確保

経営の安定化を図るため、授業料等の学生納付金及び公開講座講習料等の受益者負担金

については、適正な金額を定め、確実に収入する。

３ 資産の適正管理及び有効活用
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(1)資産の適正管理

法人の資産を全学的に運用・管理する仕組みを整備し、経営基盤の安定化を図る。

(2)資産の有効活用

大学の施設・設備を有効に活用し、社会への貢献を図る。

Ⅴ 教育、研究、社会貢献及び組織運営の状況に関する自己点検・評価並びに当該状況に係る

情報の提供に関する目標

１ 自己点検及び自己評価の充実

(1)自己点検及び自己評価の実施

法人の掲げる目的の達成に向けて、教育、研究、社会貢献及び組織運営を常に改善して

いくため、中期計画及び年度計画の達成状況について、毎年度自己点検及び自己評価を行

い、大分県地方独立行政法人評価委員会による第三者評価を受ける。

(2)評価結果の活用

自己点検及び自己評価並びに第三者評価の結果を公表するとともに、大学の活動及び組

織運営の改善のために活用する。

２ 情報公開の推進

公立大学法人として、県民をはじめ社会への説明責任を果たすため、大学の教育研究活

動・社会貢献の成果及び運営の状況に関する情報を積極的に公開する。

Ⅵ その他業務運営に関する重要目標

１ 施設・設備の整備・活用

法人の掲げる教育、研究及び社会貢献に関する基本的な目標を達成するため、長期的な

展望の下、施設・設備の整備・活用計画を策定する。

２ 大学の安全管理

学内における事故や犯罪及び災害の発生を未然に防止し、安全・安心な教育研究環境を

実現するために、安全衛生管理体制及び防災・防犯体制を整備する。

３ 人権啓発の推進

学生及び教職員の人権意識の向上を目指した取組を積極的に実施する。

別表

学 科 美術科 美術専攻

デザイン専攻

音楽科 声楽専攻

器楽専攻

国際文化学科

情報コミュニケーション学科

専攻科 美術専攻

音楽専攻
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